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昭和38年に設立した建設コンサルタンツ協会は、令和4年に60周年を迎えました。実務技
術者の技術力向上と業務成果の技術水準を高めることを目的とする、建設コンサルタント
のための新たな資格として、平成3年度にRCCMが創設されました。RCCMの試験ならび
に登録を当協会が行っており、令和7年3月現在、35,000余の方が登録しています。
RCCMを有する技術者は、資格取得後、技術管理者または技術士の指導のもとで5年以上
の実務経験を積めば、審査を経て技術管理者として認定される仕組み（認定技術管理者）
となっています。今後においても当協会は、技術士と共に登録制度の中核を担うRCCMの
資格制度の充実を図ってまいります。

建設コンサルタンツ協会は、登録制度の活用状況を把握するため、令和5年に全都道府県及び全政令指定都市にアンケート調査を実
施しました。以下に調査結果の一例をご紹介します。

建設コンサルタント登録制
度を活用していますか？
都道府県及び政令指定都市のう
ち79％が登録制度を活用してい
ます。

令和5年建設コンサルタント登録制度に関するアンケート調査結果

お問い合わせ
〒102-0075　千代田区三番町1番地KY三番町ビル8階　E-mail ： info@jcca.or.jp 
TEL ： 03-3239-7992 ／ FAX ： 03-3239-1869 ／ https://www.jcca.or.jp/
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活用していない

21％

活用している

79％

品質・技術力 ● 登録業者に発注することは、成果品の品質確保、安全・安心な社会資本整備に繋がると考えられる
 ● 一定の社会的信用と経営力が担保されていることが確認できる
 ● 登録には一定の要件を満たす必要があるため、企業や業務の品質が確保されていると考えられる
 ● 技術力を有する部門や実績高を客観的に判断でき、成果物の品質向上を図れるものと考えられる

審査が容易 ● 技術者の配置及び財産的基礎・金銭的信用が分かり、登録企業の一定の技術力、営業力が担保されている
 ● 建設コンサルタント登録を入札参加資格者名簿の登載要件とすることにより、商号、営業所等について、
 　真性が担保される

Q1 Q2
建設コンサルタント登録制
度をどのように活用されて
いますか？（複数回答可）

価格競争の入札企業選定時や指
名参加企業の登載要件等、幅広
く活用されています。

登録制度を利用する際に注
目している企業情報はどれ
ですか？（複数回答可）

登録された情報の中では、企業
概要がもっともよく見られていま
す。
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アンケート実施時期：令和5年1月　調査対象（全国67機関）：都道府県（47）・全国政令指定都市（20） 回答率：98.5％

建設コンサルタンツ協会は、建設コンサルタント登録制度の普及とRCCM資格制度の
充実を通じ、質の高い建設コンサルティング・サービスに努めます。

建設コンサルタント

建設コンサルタント登録の現状・
信頼性ある企業の選択

登 録 制 度

建設コンサルタンツ協会の取り組み

の紹介

表紙写真：2025年度第12回建コンフォト大賞jr. 特別賞「光速道路」
大阪府立四條畷高等学校 大原 篤樹さん（撮影地：大阪府大阪市）



建設コンサルタント登録制度は、21の登録部門の全部又は一部について、建設コンサルタントを営む企業が一定の要件を満たし
た場合に、国土交通大臣の登録を受けることができる制度です。

登録制度の概要

登録制度の活用法

登録制度の創設と主な改正の経緯

建設コンサルタント登録状況（令和６年度）

登録部門ごとに専任の技術管理者を置くこと
業務を履行するに足りる財産的基礎又は金銭的信用（資本金500万円以上かつ
自己資本1,000万円以上）を有すること

現況報告書の提出、変更等の届出、登録部門の追加

勧告、登録の停止（1年以内）、登録の消除（2年間の再登録禁止）

登録制度創設から、社会資本整備の
進展とともに、登録企業数は平成17年頃
まで年々増加（平成17年度で4,214企業）
し続けました。
現在はピーク時よりもやや減少してい

るものの、令和6年度時点での登録企業
数は、全国で3,930企業となっています。

建設コンサルタント登録の内訳をみると、
登録の多い部門は
● 道路（登録企業数：1,744社）
● 鋼構造及びコンクリート（同：1,353社）
● 河川、砂防及び海岸・海洋（同：1,208社）
となっています。

登録制度は、企業の技術力・経営力等の企業概要の把握ができ、入札時の企業選定等に活用できます！

建設関連業（測量業、建設コンサルタント、地質調査）に関する登録制度を設け、業者の登録を行っております。本登録制度では、登録業者の
技術力・経営力の確認、経営状態や実績の把握ができるメリットがあります。発注者の方々につきましては、本登録制度を是非ご活用ください。

国土交通省　土地・建設産業局建設市場整備課

登録された企業は、国土交通省ホームページ（建設関連業の登録企業に関する情報提供システム）
等で誰でも検索することが可能です。

● 入札企業選定要件の確認
● 指名参加企業の登載要件・登載審査項目の確認

建設コンサルタントの仕事
● 自然災害が頻発するわが国では、安全で安心、豊かで快適な生
活を維持するために、良質な社会資本整備を継続的に進めてい
く必要があります。

● 建設コンサルタントは、計画から維持管理・災害への対応まで
幅広い分野に対し、品確法（改正）に準拠しながら、高度な専
門技術力を遺憾無く発揮することで、国土の発展に大きく寄与
しています。

● 近年は、事業執行のマネジメント業務を担うなど、これまで事業
者が実施してきた領域についても貢献してきており、社会資本
整備の中心的プレーヤーとなることが求められています。

● 建設コンサルタンツ協会の全ての会員企業は、建設コンサルタン
ト登録をおこない、社会資本整備に貢献しています。

企画・計画

調査・設計

維持管理

災害への対応

■ 事業計画
■ コストアロケーション

■ 調査
■ 予備・実施設計
■ 施工計画

■ 点検・診断
■ 補修・補強
■ 更新計画

施　工 ■ 工事発注関係事務に関する支援
■ 施工管理

■ 被災状況調査
■ 測量・設計
■ 復興計画立案

登録制度創設：建設工事量の増大並びに建設技術の高度化を背景に、中央建設業審議会の答申「建設
コンサルタントの育成対策について」を受けて、建設大臣の告示により、登録要件に技術士等を設定し
た “建設コンサルタント登録制度（規程）” が創設されました。

建設コンサルタント登録規程の改正：業務内容の高度化に対応するための技術力の強化、企業体の健
全さの推進、業務内容の公示機能の拡充等を目的に改正されました。

建設コンサルタント登録規程の改正：暴力団排除規程の新設、指導監督強化のための勧告及び登録停
止に関する項目追加など、規程の拡充を目的として改正されました。

昭和 39年 

昭和 52年 

平成 23年 

国土交通省；「建設コンサルタント登録制度について」https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000026.html

入札参加資格審査時における現況報告書（写）の活用
申請に必要な書類の一部を「建設コンサルタント登録規程第 7 条に定める現況報告書の写し」で代えることが
できます。

1

入札公告等における参加要件としての活用
◆“建設コンサルタント登録をおこなっている者” として、参加要件に活用されています。
◆配置予定管理技術者の要件の一つとして、認定技術管理者が活用されています。

入札企業を決定するための評価項目としての活用
入札企業を選定する際の加点要素として、「建設コンサルタント登録の有無」を考慮としているところもあります。

国土交通省では、
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国の指導・監督

○企業概要　○受注実績、経営状況　○企業規模、技術者数、技術的能力他登録制度で分かる
企業情報

建設コンサルタント登録制度の実情

こんな使われ方もある！
建設コンサルタント登録制度の活用法
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Q3

昭和38年に設立した建設コンサルタンツ協会は、令和4年に60周年を迎えました。実務技
術者の技術力向上と業務成果の技術水準を高めることを目的とする、建設コンサルタント
のための新たな資格として、平成3年度にRCCMが創設されました。RCCMの試験ならび
に登録を当協会が行っており、令和7年3月現在、35,000余の方が登録しています。
RCCMを有する技術者は、資格取得後、技術管理者または技術士の指導のもとで5年以上
の実務経験を積めば、審査を経て技術管理者として認定される仕組み（認定技術管理者）
となっています。今後においても当協会は、技術士と共に登録制度の中核を担うRCCMの
資格制度の充実を図ってまいります。

建設コンサルタンツ協会は、登録制度の活用状況を把握するため、令和5年に全都道府県及び全政令指定都市にアンケート調査を実
施しました。以下に調査結果の一例をご紹介します。

建設コンサルタント登録制
度を活用していますか？
都道府県及び政令指定都市のう
ち79％が登録制度を活用してい
ます。

令和5年建設コンサルタント登録制度に関するアンケート調査結果

お問い合わせ
〒102-0075　千代田区三番町1番地KY三番町ビル8階　E-mail ： info@jcca.or.jp 
TEL ： 03-3239-7992 ／ FAX ： 03-3239-1869 ／ https://www.jcca.or.jp/

自
由
意
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活用していない

21％

活用している

79％

品質・技術力 ● 登録業者に発注することは、成果品の品質確保、安全・安心な社会資本整備に繋がると考えられる
 ● 一定の社会的信用と経営力が担保されていることが確認できる
 ● 登録には一定の要件を満たす必要があるため、企業や業務の品質が確保されていると考えられる
 ● 技術力を有する部門や実績高を客観的に判断でき、成果物の品質向上を図れるものと考えられる

審査が容易 ● 技術者の配置及び財産的基礎・金銭的信用が分かり、登録企業の一定の技術力、営業力が担保されている
 ● 建設コンサルタント登録を入札参加資格者名簿の登載要件とすることにより、商号、営業所等について、
 　真性が担保される

Q1 Q2
建設コンサルタント登録制
度をどのように活用されて
いますか？（複数回答可）

価格競争の入札企業選定時や指
名参加企業の登載要件等、幅広
く活用されています。

登録制度を利用する際に注
目している企業情報はどれ
ですか？（複数回答可）

登録された情報の中では、企業
概要がもっともよく見られていま
す。

企
業
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要
の
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認
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アンケート実施時期：令和5年1月　調査対象（全国67機関）：都道府県（47）・全国政令指定都市（20） 回答率：98.5％

建設コンサルタンツ協会は、建設コンサルタント登録制度の普及とRCCM資格制度の
充実を通じ、質の高い建設コンサルティング・サービスに努めます。

建設コンサルタント

建設コンサルタント登録の現状・
信頼性ある企業の選択

登 録 制 度

建設コンサルタンツ協会の取り組み

の紹介

表紙写真：2025年度第12回建コンフォト大賞jr. 特別賞「光速道路」
大阪府立四條畷高等学校 大原 篤樹さん（撮影地：大阪府大阪市）


